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項目

委 託（共同研究含む）

補助・助成
企業・公益法人等

国立研究開発法人・大学等
（資産が委託先に帰属する条項を含

む約款等を締結したもの）

事業の主体 ＮＥＤＯ ＮＥＤＯ 事業者

事業の実施者 委託先 委託先 事業者

取得資産の帰属

ＮＥＤＯ

委託先 事業者（約款20条1項該当：取得価額
が５０万円以上（税込）かつ
使用可能期間が１年以上）

事業成果

事業者（知的財産権）の
帰属

収益納付 なし あり

資産の帰属（委託事業と補助・助成事業）

2

資産管理に関する説明の範囲

委託先

（「日本版バイ・ドール条項」適用）

※「研究開発資産管理業務」は、委託（共同研究含む）事業であり、委託先が企業または

公益法人である場合（NEDO帰属資産）を対象とします。

※再委託先（企業等）が取得した資産はＮＥＤＯ帰属なので、委託先が登録手続きを行います。
（再委託先は委託先へ資産登録情報を提出する）。（業務委託契約約款 第２条 第２項)

説明対象外

委託業務事務処理マニュアル

（以降「マニュアル」P182）
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１．資産管理に係るフロー図

3

ＰＪ終了年度

PJ終了前 PJ終了

ＰＪ推進 ＰＪ終了後

PJスタート

※2-1、3-1等の数字は以降の説明資料の項目番号を示しています。

①資産登録（2-1，2-2）

②損害保険と固定資産税（3-1）

③登録情報の変更と方法（資産の移設）（3-2）

④事業終了後の資産処分の方法（5-1）

⑤有償譲渡に関する手続き（5-2 ）

⑥有償譲渡価格の算定（5-3 ）

⑦有償譲渡以外の資産処分に関する手続き（5-4）

入金確認後

所有権移転

資産登録

資産処分

マニュアルP182
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~ 資産登録 ~

・資産登録の必要性と登録方法

・資産登録時の留意点

・損害保険と固定資産税

・登録情報の変更と方法（資産の移設）

・ＰＭＳの資産管理機能を用いた届出（資産登録、移設、

付保、棚卸）
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２－１．資産登録の必要性と登録方法

5

１．資産登録の必要性

２．資産登録の方法

３．資産登録の流れ

取得財産のうち、約款 第２０条 第１項に規定するＮＥＤＯに帰属する資産については、取得月の翌月第５営業日

（１２月取得にあっては１２月最終営業日）までに報告しなければならない。 約款 第２０条 第７項

「NEDOプロジェクトマネジメントシステム」（ＰＭＳ）から入力して、ＰＭＳでＮＥＤＯに届出します。

（別紙２）

マニュアルP183
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２－２．資産登録時の留意点（１）（取得価額①）

6

１．取得価額 取得に要した全ての税抜費用に消費税額を加えた金額を取得価額として登録

事業の用に供するための費用
（税抜額）

＜製造の場合＞

建設・製作・製造の原価（税抜額）

原材料費

（税抜額）

労務費

（税抜額）

経費

（税抜額）

＜購入の場合＞

購入の代価（税抜額）

購入先以外に支払った費用（税抜額）購入先に支

払った費用

（税抜額）

・輸送費 ・荷役費 ・運送保険料 ・関税

・購入手数料 ・その他購入のために要した費用

取得価額（消費税込額）

事業の用に供するための費用
（税抜額）

・試運転、設置に係る費用 等

・海外調達品（直接輸入品）については、（本体価格＋輸送費等＋関税＋その他諸費用）の消費税抜合計額に

（１＋消費税率）を乗じた金額を取得価額とします。

・海外設置資産の場合は、日本で調達して海外に輸送したものを含め、（本体価格＋輸送費等の諸費用＋現地ＶＡＴ課税額）

の消費税抜合計額に（１＋消費税率）を乗じた金額を取得価額とします。

✕（１＋消費税率）

・試運転、設置に係る費用 等

取得価額（消費税込額） ✕（１＋消費税率）

※委託先が消費税免税事業者である場合、当該資産を取得する際に消費税を負担していなけ
れば、取得価額に消費税を含める必要はありません。

マニュアルP185
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（１）取得価額における消費税の取扱い

以前は、研究開発資産の取得価額については、委託先が取得に要した

費用とし、当該費用 に不課税費用が含まれる場合には、不課税のまま

取得価額としておりました。

２０２１年９月以降、ＮＥＤＯが委託先に支払う費用（委託費）には一律で

消費税額を加算していることを踏まえて、取得価額には不課税費用を含め

一律に消費税額を加算することに変更しました。

＜自社製作の場合の労務費（例）＞

従 来 ：消費税を加算せずに取得価額としていた

変更後 ：消費税を加算して取得価額とする

※上記の運用は既に登録済の資産についても適用となります。

取得価額に不課税費用が税抜金額のまま登録されていることが判明した

場合は、ＰＪ担当者経由で取得価額の修正依頼をお願いいたします。

２－２．資産登録時の留意点（１）（取得価額②）

7

マニュアルP184
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（２）取得価額に加算する消費税率について

原則として、契約締結日に関わらず、委託業務完了日時点の

消費税率を適用します。

ただし、複数年度契約の中間年度の場合は、各年度の３月３１日

時点の消費税率を当該年度における 消費税率として適用します。

２－２．資産登録時の留意点（１）（取得価額③）

8

※契約タイプ別適用消費税率
消費税率10％に引上げ

★：委託業務完了日

A契約

2019.10.1

（施行日）

2018.4.1 　　2019.4.1 　　2020.4.1

B契約

2021.4.1

C契約

A契約の場合、２０１９年４月～９月に取得した資産

の取得価額には８％の消費税率を加算

B契約の場合、２０１９年４月～９月に

取得した資産の取得価額には

１０％の消費税率を加算

（注）上記B契約で、2018年度に建設仮勘定で登録、2019年度に追加費用が発生して当該
資産が完成した場合、2018年度費用は消費税率8%、2019年度費用は消費税率10%で取得
価額に算入されるため、同じ資産に異なる消費税率の費用が混在することになります。
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２－２．資産登録時の留意点（２）

9

（１）購入した場合
・ 納品検収行為を行った日

（２）製造、製作、建設の場合
・ 竣工の検査を行った日

（３）複数のパーツにより機能を有する資産の場合
・ 最後に納品された資産の検収又は竣工の検査を行った日

２．取得日

マニュアルP185
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２－２．資産登録時の留意点（３）

種 類 細 目 耐用年数

建物（※）及び
建物付随設備

建物の全部又は一部を低温室、恒温室、無響室、電磁しゃへい室、
放射性同位元素取扱室その他の特殊室にするために特に施設した
内部造作又は建物付随設備

五年

構築物
風どう、試験水槽及び防壁 五年

ガス又は工業薬品貯そう、アンテナ、鉄塔及び特殊用途に使用するもの 七年

工具 四年

器具及び備品 試験又は測定機器、計算機器、撮影機及び顕微鏡 四年

機械及び装置

汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機械、汎用金属加工機械
その他これらに類するもの

七年

その他のもの 四年

10

３．耐用年数（使用可能期間）
研究開発資産の耐用年数は、原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和四十年大蔵

省令）」別表第６に拠ります。

別表第６ 開発研究用減価償却資産の耐用年数表 抜粋

（注）全ての資産が本表の適用となる訳ではなく、「車両」等のように省令別表第１、第２に拠るものもあります。

⚫ 「建物及び建物付随設備」については、記載の通り、特殊室にするために特に施設した内部造作又は建物付随設備にのみ
別表第６の適用が可能です。

⚫ 従って、建物本体については建物全部が研究開発のための特殊仕様が施されている場合、（特殊素材が使用されている、
特殊構造を施工している等）については別表第６適用の余地がありますが、それ以外については別表第１が適用されます。

⚫ 個別事項については事前にNEDOのプロジェクト担当者へご相談をお願いいたします。

マニュアルP185
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２－２．資産登録時の留意点（４）

11

注） 資産登録のフローチャートは、一般的な資産登録を表にしたものであり、特殊なケース（※）はNEDOのプロジェクト担当者へご相談ください。

（※）委託先資産にNEDO資産を取り付けるなど

当該資産を事業に使用する場合
どの単位で機能するか

５０万円以上
（税込）

②複数の資産を組み合わせた
状態で機能する

③登録済資産に
組み合わせて機能する

合計額が
５０万円未満

（税込）

合計額が
１０万円未満

（税込）

合計額が
５０万円以上

（税込）

合計額が
１０万円以上

（税込）

年度内で
使用開始に

至らない資産

登録
しない

登録
する

登録
しない

登録
する

複合体で
一式として
登録する

建設仮勘定
として登録

①単体で機能する

登録
しない

５０万円未満
（税込）

４．資産の登録単位

マニュアルP184
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５．建設仮勘定

12

（１）考え方
当年度内で使用開始に至らない（検収が完了しない、完成検査が完了しない）ものの場合、
建設仮勘定として登録を行います。（建物や構築物に限りません。）

（２）留意点
①当年度内に検収が完了あるいは完成検査が完了した場合は、資産登録をお願いします。
②複数年度にまたがって製作する場合は、年度毎の費用を建設仮勘定として登録し、

完成年度で一斉に本勘定へ振り替えます。
③建設仮勘定として登録すると、本勘定への振り替えを行うまでは減価償却されず、固定資
産税の申告も行いません。完成して使用可能となった場合は、速やかにＰＪ担当者に連絡し
て本勘定への振替手続き行ってください。（年度を遡って本勘定へ振替えは出来ません）。

２－２．資産登録時の留意点（５）

【間違い事例】
⚫ ３月に装置として完成して竣工検査も完了したが、実際に使用するのは４月（翌年度）であるため、建設仮勘定で登

録を行った。
→実際の使用時期とは関係なく、当年度内に事業の目的のために使用可能となった（検収された、竣工検査が完了

した等）場合は、建設仮勘定としての登録は不適当ですので、竣工時点で本勘定での資産登録を行ってください。
⚫ 資産の取得に要する費用が上期に発生したが、上期時点では未完成のため１０月に建設仮勘定で登録した。

→年度内に一切使用不可能な場合においてのみ、建設仮勘定としての登録をお願いします。
⚫ 「建設仮勘定で登録した資産が3月20日に竣工したが、NEDOに対して報告を行っていなかった。7月にPJ担当者か

ら完成見込みの問合せがあり、3月に竣工したことを伝えた。
→前年度に遡っての勘定科目振替処理はできませんので 、竣工しましたら速やかにPJ担当者に連絡のうえ勘定科
目振替手続きを行ってください。

マニュアルP186
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13

２－２．資産登録時の留意点（６）

６．試作品について
（１）考え方

その製作自体が研究目的であり、完成品ではないので、資産として登録する必要はあり
ません。ただし、ＮＥＤＯでは展示品として使用したり耐久試験に使用したりする場合等、
完成後の経過期間が１年以上のものについては、資産に登録します。

（２）試作品とした場合の留意点
・ＮＥＤＯ資産として登録する必要はありません。
・完成後１年未満で廃棄して頂きます。

（３）注意事項
・完成後１年以上経過した場合は、資産登録が必要です。事業終了後も使用を継続して、

完成後１年以上保有することが見込まれる場合は、事業期間内に資産登録していただき、
事業終了時に原則有償譲渡となります。

・事業終了後に完成後１年以上保有していることが判明した場合、完成日に遡って資産登
録のうえ事業終了時点の残存簿価で有償譲渡させていただきます。

【間違い事例】
⚫ 製作した資産を１年未満で廃棄するつもりなので試作品と判断して資産登録は行わなかった。

→１年未満で廃棄することが試作品の要件ではありません。「その製作自体が研究目的」の場合は、試作品と
なりますので資産登録は不要ですが、完成後１年未満で廃棄が必要です。

⚫ 試作品を製作したところ非常に良い出来であったので、ショールームに展示していたところ１年以上経過した。
→１年以上使用することが判明した時点で資産登録をお願いします。

⚫ 試作品を完成して研究目的を達成したので倉庫で保管していた。完成して２年後に事業が終了したため試作品を廃
棄した。 →完成後１年以上保有していますので資産登録のうえ、事業終了時に有償譲渡が必要となります。

１３

マニュアルP186
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２－２．資産登録時の留意点（７）

７．ソフトウェアについて

（１）考え方
購入または製作したソフトウェアであって、ＮＥＤＯ委託費で購入・製造した装置類に組み込
まれ附属して、一体として機能するものは装置とソフトウェアの取得価額を合算して５０万円
以上であれば装置として資産登録します。
単独で動作するソフトウェアは資産登録の必要はありません。また、所有権が委託先に帰属
する装置に組み込まれたソフトウェアも登録の必要はありません。

（２）改造について
上記において登録された装置の機能追加または機能向上のためにソフトウェアの改造を
行った場合は、税込10万円以上であれば改造資産として登録を行います。

マニュアルP186
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２－２．資産登録時の留意点（８）

物品等の製作、購入 ※１

NO 建設仮勘定
当年度内で

使用開始する

使用可能期間が１年以上である ※３

取得価額

(税込み)が10万円

以上である

製作過程における知見の取得または

それ自体の耐久試験が目的である

完成後１年未満で廃棄する

試作品
(資産登録不要)

消耗品費、機械装置等費

または外注製作の場合は外注費に計上

組み合わせて

使用する物である

消耗品
(資産登録不要)

消耗品費

または外注製作

の場合は外注費

に計上

取得価額総額(税込み)が

50万円以上である

登録済み資産

の改造で取得価額

総額(税込み)が

10万円以上である

研究開発資産
(資産登録必要)

機械装置等費に計上

研究開発資産
(資産登録不要)

機械装置等費に計上

NO

NO

NO

NO NO

検収
施工

YES

YES

YES

YES

YES

委託先帰属

委託先帰属

※２

※６

※１０

※７

※８
※１０

取得価額総額

(税込み)が10万円

以上である

NO

YES

NEDO帰属 ※９

NO

NO

YES
※５

※４

YES

YES

マニュアルP187
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２－２．資産登録時の留意点（８）

＜注釈＞

※１ ： 研究開発で使用する資産（単体・複合体の購入品、製造・製作・建設）で、試作品・消耗品を
含みます。但し、単体でのソフトウェア、知的財産を除きます。

※２ ： 複数年度に亘り製造・製作する場合は、年度毎の製作部分を「建設仮勘定」として登録し、
完成（検収若しくは、竣工の）年度で一斉に本勘定へ振り替えます。

※３ ： 使用可能期間とは、使用に耐えうる期間で、原則、法定耐用年数をいいます。（Ⅻ章2．(6)を参照）
NEDO事業において使用する期間ではありません。

※４ ： この「１年未満」とは、資産が実際に稼働していなくても、単純に時間経過で判断し、
展示品としての使用期間や倉庫等に休眠状態で保管する等の未稼働期間も含めます。
なお、試作品を廃棄した場合は、産業廃棄物管理票（マニフェスト）等のエビデンスを帳票類として保管してください。

※５ ： 組み合わせて使用するもの（複合体）は、組み合わせ完成後の取得価額の総額（一式の資産として）
で判断します。個々の取得価額は10万円未満でも、組み合わせて使用するもので、
総額が10万円以上になるものは一式として資産となります。

※６ ： 使用可能期間（法定耐用年数）が１年未満、又は取得価額が10万円未満のものは、原則消耗品となるので、
経費は取得方法に応じて、消耗品費（購入、自社製作の場合）、外注費（外注製作の場合）に計上します。

※７ ： 個々の取得価額は50万円未満（改造資産の場合は10万円未満）でも、組み合わせて使用するもの（複合体）で、
組み合わせ完成後の取得価額の総額が50万円以上（改造資産の場合は10万円以上）になるものは
一式として資産登録が必要な資産となります。

※８ ： 改造とは、機械装置等に付加価値（機能の追加及び向上、耐久性のアップ等）を付けるものをいいます。
現状機能の維持をおこなうものは、保守、修理にあたり、資産登録は不要です。

※９ ： 約款 第20条 第1項（ＮＥＤＯ帰属）
※１０ ： 約款 第20条 第2項（委託先帰属）

マニュアルP187
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２－３．資産登録時のお願い（１）

17

■プロジェクトマネジメントシステム（PMS)の改修（2022年3月22日リリース済）

・新規資産登録の入力時、取得価額欄に税抜価額を入力するよう変更しています。

・NEDOのシステムに登録する際に、自動計算にて消費税を加算（小数点以下切捨て）
して税込取得価額が登録されます。

・登録後、PMSへのデータ連携を行うことにより、PMS上での税込取得価額確認が可能。

・システム改修前に登録された資産はPMSの税抜価額欄がブランク表示となります。

■システム改修に伴いＨＰに掲載されているチェックリストを改訂（2022年度～）

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html

・ＰＭＳで新規資産登録の入力を行う際、必ずチェックリストによる確認をお願いいたします。
（チェックリストの□をクリックすると✓マークが表示されます。）

・チェックリストは資産登録書届出時、NEDOのプロジェクト担当者宛に送付してください。

マニュアルP184、P189、P190

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html
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２－３．資産登録時のお願い（２）

18

■その他の注意事項
１．資産名称

・役務や部品を指す用語は使いません。（ 例：○○工事、□□修理、△△パーツなど）
資産の情報として必要な場合は、規格又は型番等に入力願います。

・改造資産の名付けルール：改造を付記します。
（例） 基資産名称：○○装置 の場合、

改造資産の名称は、 ○○装置改造、 ○○装置の改造（××）、○○装置改造２ など
改造内容等は（ ）書きで入力、または規格又は型番等に入力願います。
改造が複数になる場合は、改造の後に数値で分けて頂いても構いません。

２．設置場所建物情報等
・設置場所住所は、番地まで入力願います。
・登録済み資産と同一建物の場合、建物一覧の情報から選択願います。
・登録済み資産と同一の場合、「設置場所事業所名」の表記を統一願います。
・面積（総床面積）は設置されたフロアでなく、建物全体の総床面積を入力願います。

【間違い事例】
⚫ 登録済みの資産（基資産名称：○○設備）に付加価値（機能の追加、向上、耐久性の向上など）を図った資産

（税込１０万円以上）を取り付け、新規資産として××装置で登録した。
→改造資産に当たるため、資産名称は、○○設備改造か、○○設備改造（ ××装置）などで資産登録願います。

⚫ 設置場所住所を設置場所郵便番号で設定した。
→郵便番号による設定は番地まで自動入力されないため、番地まで入力をお願いします。
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３－１．損害保険と固定資産税（１）

19

１．保険期間 取得日から年度内の必要がなくなる日 又は 年度末まで

２．保険内容 火災保険（企業総合保険）＋賠償責任保険

３．保険対象 ＮＥＤＯ帰属の国内設置資産等

４．保険登録 ①登録済資産 → 保険（付保）登録

②新たに取得して登録を必要とする資産

→ 資産取得報告時にあわせて保険情報も登録

※①②いずれも付保開始日の翌月第５営業日までに

ご登録ください。

（ただし、②のうち１２月取得資産については１２月最終営業日まで）

〇損害保険について

ＮＥＤＯ帰属の研究開発資産に対する固定資産税の申告及び納税は、ＮＥＤＯが行っています。

但し、共同研究の場合は当機構持ち分のみ行います。

〇固定資産税について

ＮＥＤＯ帰属の研究開発資産に対しては、必要に応じて損害保険をかけることが出来ます。
約款 第22条 第1項

マニュアルP188
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以下はＮＥＤＯの包括的な保険に加入できません。

（１） 建築中（設置工事中）の資産

（２） 車両、設置場所以外で使用するもの（動産）

（３） 水上・水中設置資産

（４） 海外設置資産

（５） データ、プログラム、ソフトウェアなどの無形物

（６） 動物・植物等の生物

（７） 事業者帰属資産

→保険を必要とする場合には、事業者にてお手続き頂きます。

〇保険対象外

３－１．損害保険と固定資産税（２）

（１）事故速報の提出（事故発生から７日以内） 事業者→ＰＪ担当者

（２）保険会社からの依頼に対応する

（３）復旧工事を行う

（４）必要に応じ、保険会社の判断により、鑑定人による現地調査をする場合があります。

〇事故が発生した場合 約款 第２２条 第２項
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（参考） 損害保険 補償内容

Ｎｏ． 主な補償内容
企業財産
包括保険

賠償責任
保険

１ 火災 ○

２ 落雷 ○

３ 破裂・爆発（ボイラ損害含む） ○

４ 風災、雹災、雪災 ○

５ 電気的事故、機械的事故 ○

６ 水災 ○

７
その他不測かつ突発的な事故
（例：給排水設備の事故による水濡れ、車両の衝突）

○

８ 地震・噴火・津波 ×

９ 第三者に対する対人対物賠償 ○

（１）企業財産包括保険は免責事項以外100％カバーする保証
（２）賠償責任保険は資産設置場所で第三者（ＮＥＤＯ・委託先・共同研究者以外）の身体や財物に

ＮＥＤＯ資産が原因で損害を与えた場合の保証
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（１） 保険契約者、被保険者等による故意・重過失による損害

（２） 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取等により生じた損害

（３） テロによる損害

（４） 地震、噴火、津波による損害

（５） 核燃料物質等による損害

（６） 保険の対象の瑕疵により生じた損害

（７） 保険の対象の自然の消耗もしくは劣化（磨耗、腐食等も含む）、

ねずみ食いまたは虫食いによる損害

（８） 紛失、置き忘れによる損害

等

（参考） 損害保険 主な免責事項

○以下に該当する損害に対しては、保険金が支払われません。
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３－２．登録情報の変更と方法（資産の移設）

23

事前にＰＭＳで移設登録データを作成して届出を行ってください。

資産の登録漏れ、登録内容の変更・誤りが判明した場合は、速やかにＰＪ担当者に連絡の

うえ、資産登録または資産登録情報の修正手続きを行っていただくようにお願いします。

資産の登録漏れ（取得日より６か月以上経過）、移設の登録漏れ（移設日より３か月以上経過）

の場合、事業者様にも遅延理由、再発防止などの顛末書を提出して頂くことがあります。

※登録時には必ず「研究開発資産 登録情報等チェックリスト」にて、各項目ご確認下さい。

１．正確な情報の登録

→事故発生時も保険対応可能となり委託費に影響が生じません。

→遅滞なく事業を遂行することが出来ます。

→適正な固定資産税の申告および納税をすることが出来ます。

皆様からの報告を基に管理します

正確な登録（変更）をお願いします

資産の設置場所の変更を行う前に、必ずＮＥＤＯのＰＪ担当者に報告を行い、

ＰＪ担当者の確認が得られましたら、次の手続き方法に従って、移設前に届出を行ってください。
※ 設置場所変更は、移設に伴って資産の機能が失われないことが前提です。機能が失われる場合、原則として移設は認められません。

事前の手続きが必要！
２．資産の移設

２－１ 手続きのタイミング

２－２ 手続きの方法
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４－０．PMSへのログイン

24

ログインユーザー

確認コード

【ログイン画面URL】https://pms.nedo.go.jp/pmj/PMJ01A/PMJ01AG01

「担当者管理」から資産担当者を登録

４．ＰＭＳの資産管理機能を用いた届出（資産登録）

NEDO-PMS

事業者向け操作マニュアル（委託業務編）

（以降「PMSマニュアル」） P９＜ログイン画面＞

＜トップ画面＞
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４－０．資産担当窓口の登録（初回のみ）（１）

25

← ①「事業割当」をクリック

↓ ②「資産担当窓口」にチェック
（「契約終了後に本システムを利用可能」にもチェック）

※資産担当窓口が設定されていないと資産登録の届出
ができませんし、棚卸依頼メールが届きません。
※最後に資産担当窓口になった方の情報（氏名、所属、
役職、住所、電話、メアド）が資産システムに登録されます。

※届出受理通知や資産登録通知は資産担当窓口以外
の方にもメール通知されます。

※資産担当窓口宛てに資産標示票を郵送しますので
実務担当者の方を設定ください。
住所・郵便番号・部署名を正確に登録してください。
左画面の「担当者新規登録」で追加できます。

PMSマニュアル P48

契約開始時担当者登録
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前頁の右下の図において、住所未登録の担当者を資産担当窓口にす
べくチェックすると住所登録を促すエラーメッセージが出ます。その場
合、前頁の左上の画面に戻って、担当者名をクリック、編集ボタンを

クリックして登録ください。

権限が事務担当者の方には届出ボタンが非表示となるシステム仕様
です。契約等事務管理者代理以上の方が届出してください。

担当者の権限変更は契約等事務管理者代理以上の方が操作できま
す。前頁の右下の図において、権限欄のプルダウンメニューにて選択
後、保存ボタンをクリックしてください。変更は即時反映されます。

４－０．資産担当窓口の登録（初回のみ）（２）

26

資産担当窓口登録についての注意事項
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４－０．メニュー画面 「資産」パネル選択

27

PMSマニュアル P139
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４－０．資産届出一覧画面

28

資産の登録情報確認時に

使用します

資産登録、移設登録、付保登録

の届出時に使用します
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４－０．資産一覧画面

29

「資産管理簿出力」で全資産の詳細情報をエクセルに出力できます。
個別資産の資産管理番号をクリックすると詳細表示画面になります。
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４－１．資産登録① 「資産登録」ボタンクリック

30

PMSマニュアル P139４－１．は、取得した資産を登録する方法です。

「資産登録」ボタンをクリックして、資産登録書作成を開始します。
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４－１．資産登録② 資産情報の入力

31

受託者独自の管理番号を入力してください。
※半角英数字１０文字以内
※同じ契約番号内で同一受託者管理番号は使用不可

既登録資産の改造資産を登録する場合は、改造基資産
管理番号を入力してください。
※改造資産の場合の資産名称は、基資産名称に改造
を付記してください。 ・・・○○装置改造

税込50万円以上（税抜454,546円以上）
改造資産の場合は税込10万円以上（税抜90,910円以上）
が登録対象です。上記未満の場合はエラーとなり登録ができません。
取得価額には「税抜価額」を入力してください。

取得価額が税込50万円未満
（改造資産の場合は税込10万
円未満）の場合はエラーメッ
セージが表示されます

全角２５文字以内

PMSマニュアル P141
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４－１．資産登録③ 付保情報の入力

32

NEDO持分比率が1/1未満の共同
研究であって、委託先がその持分
についてNEDO保険に加入希望さ
れる場合のみチェックしてください。

４～１１月は当年度分のみ、
１２～３月は翌年度分も表示されます。
付保希望有無を選択してください。

NEDO包括保険を付保する場合は、「希望する」を選択します。
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４－１．資産登録④ 設置場所建物情報の入力

33

郵便番号は「選択」
ボタンを押し、住所
指定検索結果より
選定ください。直接
入力はできません。

屋内を選択すると、
柱、壁、・・・面積に
必須入力マークが
付きます。

付保希望資産につ
いては屋外設置の
場合も面積（当該
資産の設置投影
面積）の入力を
お願いします。

海外の場合、都道府県のプルダウン
から一番下の「海外」を選択 →
999-9999 と表示される

郵便番号を選択すると住所が途中まで表示さ
れますが番地は表示されません。住所は番地
まで入力をお願いいたします。
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４－１．資産登録⑤ 保険連絡先入力（共同研究の場合のみ）

１．③付保入力において、
共同研究先持分ＮＥＤＯ
保険加入欄の加入希望
をチェックされた場合は、
保険連絡先情報を入力
してください。

チェックされなかった
場合やＮＥＤＯ１００％の
場合は記入不要です。
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４－１．資産登録⑥ 「入力完了」ボタンクリック

35

１回の届出で複数資産の登録を
届出することが可能です。

入力途中の場合は「一時保存」ボタンをクリックします。

保存してよろしいでしょうか

⇒ 「はい」をクリック

「追加」または
「コピーして追加」をクリック
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４－１．資産登録⑦ 入力完了、届出

36

右画面において、事務担当者権限の方には「届出」
ボタンが表示されません。

契約等事務管理者代理以上の方が届出操作を行って
ください。

１.「入力完了」ボタンクリック

２.「届出」ボタンクリック
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４－１．資産登録⑧ 文書受領通知

37

資産登録書が受領されると資産一覧に
資産管理番号：未発番
状況：空白

の資産が追加されます。

【NEDOPMS】 契約番号 文書受領の通知
日付、NEDO部署名、NEDO担当者名、契約番号、
件名：文書受領の通知、内容：資産登録書が受領されました。
詳細は以下URL

NEDO担当者が資産登録書を受領すると、受領通知が届きます。
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４－１．資産登録⑨ 資産登録完了通知

38

【NEDOPMS】 契約番号 資産情報更新の通知
日付、PJ番号、契約番号、
件名：資産情報更新の通知、内容：資産情報が更新されました
詳細は以下URL

資産がシステム登録されると当該資産に
資産管理番号：9桁の数値
状況：取得

の情報が追加されます。

資産登録が完了すると、完了通知が届きます。



©  2023 NEDO All Rights Reserved.

４－２．移設① 「移設」ボタンクリック

39

PMSマニュアル P146

４－２．は、登録した資産を別の場所へ移設する場合の事前届出の方法です。

「移設」ボタンをクリックし、資産移設登録書を作成します。
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４－２．移設② 移設元建物情報の選択（１）

40

← ①「追加」

↓ ②移設元建物情報を「選択」

取得価格欄は「消費税抜き」金額が表示されます。

（システム改修以前に資産登録データが作成された
場合はブランクとなります。）
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４－２．移設③ 移設元建物情報の選択（２）

41

← ①まずは移設したい資産の設置場所の建物情報を
ラジオボタンで選択後「設定」

↓ ②続いて資産情報欄の「追加」をクリック
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４－２．移設④ 対象資産の選択

42

資産選択画面が
別ウィンドウで開く
ので、チェックボッ
クスで資産を選択
し、「設定」を
クリック。

※処分申請中や付
保申請中など別の
申請事項が手続
完了していない
資産はチェックボッ
クスが表示されず
選択できません。

処分時の確認書を
申請する際は、
必ず移設登録が
完了した後に、
処分申請の手続き
を行って下さい。

確認書に移設の対象資産があると、システム
でチェックされ、移設の手続きが出来ません。
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４－２．移設⑤ 移設日と移設先情報の入力

43

移設は事前申請を
お願いします。

移設後建物情報は
登録済みであれば
一覧から選択でき
ます。

登録済みでない場合
新規に入力して下さ
い。

最後に「入力完
了」をクリックします。
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４－２．移設⑥ 入力完了、届出

44

← ①さらに別の建物にある資産の移設を申請する場合に
は「追加」をクリックして、移設元選択画面（②）に戻ります。
完了の場合は「入力完了」をクリックします。

↓ ②プレビュー画面になりますので内容を確認後、「届出」
をクリックします。

※同一の移設元建物にある資産は複数同時選択できます。
移設元建物が異なる資産を移設したい場合には、上記
画面で「追加」することもできます。

右画面において、事務担当者権限の方には「届出」ボタンが
表示されません。

契約等事務管理者代理以上の方が届出操作を行って
ください。
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４－２．移設⑦ 設置場所情報の確認

45

届出後に資産情報更
新通知を受け取った
ら、資産一覧画面から
当該資産の番号を
クリックし資産情報
詳細画面にて、

・設置場所事業所名
・建物情報

が更新されたことを
ご確認ください。
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４－３．付保① 「付保」ボタンクリック

46

PMSマニュアル P153

４－３．は、登録済み資産にNEDO包括保険を付保する方法です。

「付保」ボタンをクリックし、、資産付保登録書を作成し届出します。
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４－３．付保② 付保対象年度登録

47

左画面にてまずは「追加」ボタンをクリックします。
次に下画面にて当年度（および、または翌年度）の付保
希望有無を入力します。

※保険種類、追加保険は「希望する」を選択すると自動
入力されますので編集不要です。

※共同保険への加入希望はNEDO持分比率1/1の委託
事業の場合はチェックしないでください。

※付保希望年度は４～１１月は当年度分のみ、
１２～３月は翌年度分も表示されます。
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４－３．付保③ 対象資産の選択

48

← ①資産情報欄の「追加」をクリック

↓ ②対象資産をチェックボックスで指定した後、「設定」を
クリック。資産は複数同時選択できます。

※当年度を「希望する」選択状態では当年度付保中の
資産は選択画面に表示されなくなります。

当年度付保中の資産について翌年度の付保更新
登録をする場合は当年度「希望しない」、翌年度
「希望する」にしてから資産選択して下さい。
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４－３．付保④ 入力完了、届出

49

文書登録画面にて「入力完了」し、さらに付保登録書
一覧画面にて「入力完了」します。

そしてプレビュー画面にて「届出」クリックします。

右画面において、事務担当者権限の方には「届出」
ボタンが表示されません。

契約等事務管理者代理以上の方が届出操作を行って
ください。



©  2023 NEDO All Rights Reserved.

４－３．付保⑤ 付保情報の確認

50

届出後に資産情報
更新通知を受け取
ったら、資産一覧
画面から当該資産
の番号をクリックし
資産情報詳細画面
にて、付保情報が
更新されたことを
ご確認ください。
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４－４．棚卸①

51

棚卸は資産有無の確認だけでなく
・資産が登録された場所にあるか。
・資産の取得価額に問題ないか。
・資産の取得日に誤りはないか。 など

翌年の固定資産税を
・正しい自治体に
・正しい申告額で
・正しい取得日で 申告するためにもあります。

（申告は1月1日時点の登録情報です）

PMSマニュアル P159
４－４．は、棚卸に関する回答方法についてです。

※棚卸の届出後、取得価額や取得日の修正が判明した場合は、速やかにＰＪ部担当者へ
ご連絡ください。ＰＪ部担当者より修正依頼を当室にして頂きます。

※年末までに移設が行われる場合は、事業者様にて速やかに移設登録をお願いします。

棚卸は通常９月に実施しています。
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４－４．棚卸② 棚卸依頼通知の受領

52

←NEDOが棚卸登録を行うとメールで通知されます
【NEDO-PMS】 資産棚卸登録依頼の通知
日付、PJ番号、契約番号、
資産棚卸の登録が依頼されました。
詳細は以下URL

ログインした状態でURLをクリックすると直接、回答画面
にリンクします。

資産担当窓口が設定されていませんと、メール通知も
新しいお知らせも発出されませんのでご注意ください。

PMSマニュアル P159



©  2023 NEDO All Rights Reserved.

４－４．棚卸③ 回答開始

53

← ①「資産」

↓ ②資産管理簿（棚卸用）のPMS文書番号をクリック

棚卸の回答は、PMSの資産登録簿（棚卸用）に入力します。
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４－４．棚卸④ 回答入力画面

54

資産件数が少ない場合
など、直接入力いただく
こともできますし、多い
場合など、一旦エクセル
ファイルにダウンロード
して、エクセル上で記入
後にアップロードいただく
こともできます。

複数のエクセルファイルを
アップロードする場合、
回答対象でない資産の
回答欄には何も書かない
でください。
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４－４．棚卸⑤ 回答記載例

55

保有中か処分済みかをラジオ
ボタンで選択して下さい。

処分済みの場合は、その他を
チェックし、資産の状況欄に
処分状況を記入願います。

棚卸結果が棚卸登録書の内容
と相違している場合において、
その他にチェックし、
設置場所、取得価額、取得日の
相違点などを状況欄に記入
願います。

状況欄には「ＰＪで使用中」など
の記入は不要です。

最後に「入力完了」「届出」を
お願いします。

※登録された場所での棚卸となります。異なる場合は資産の有無を確認の上、状況欄に移設
登録が必要であることを記載され、棚卸の届出をお願いします。
別途、移設登録をお願いします。
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~ 資産処分 ~

・事業終了後の資産処分の方法

・有償譲渡に関する手続き

・有償譲渡価格の算定

・有償譲渡以外の資産処分に関する手続き

・ＰＭＳの資産管理機能を用いた届出（処分）
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５－１．事業終了後の資産処分の方法（１）

57

１．資産処分手続きの必要性 約款 第２０条の２第２項

・委託事業終了後、NEDOに所有権が帰属している資産を事業者が手続き無く使用することはできません。

・引き続き資産を使用するためには、有償譲渡等の手続きを行う必要があります。

２．資産処分の方法

・当該研究開発事業に参加していた公的機関等（※）への無償譲渡。ただし継続して研究を実施する場合。

（１）約款に基づき、事業終了後、有償で譲り受けていただきます（有償譲渡）。 約款 第２０条の２第１項

ただし、NEDOが適切と判断した場合、 NEDOが行う他の業務における使用（他の委託事業・助成事業へ
の転用等）とします。 約款 第２０条の２第５項

（２）有償譲渡に適さないとNEDOが認めた場合、無償譲渡を行うことができます。 約款 第２０条の２第５項

※ 国、地方公共団体、大学、国公立研究機関、独法、社団・財団法人、及び外国におけるこれらに相当する機関のこと。

（３）上記対応が不可能かつ妥当な理由がある場合に限り、原則として委託先の負担により廃棄処理を行う事
ができます。 約款第２０条の２第５項、

＜妥当な理由＞

「機能が著しく低下している」「劣化等により現状復帰するには不相応な修繕費がかかる」等の、廃棄処理を行う

明確な理由が存在すること。

なお、①事業目的達成後に解体撤去することが前提となっているモデルプラント、②第三者の敷地に設置された資産

で、事業目的達成後の敷地の速やかな原状回復が求められ、上記と同様に妥当な理由がある場合、などについては、

例外的に委託事業の一環として解体撤去（廃棄）を実施することができます。 約款 第２０条の４

マニュアルP164
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※確認書以外の書類（本資料P.68記載の様式DLに近日格納予定）
①連絡先一覧；NEDO-HPに掲載。作成後、処分情報入力の「連絡先一覧の添付」に添付。
②資産譲渡申請書； NEDO-HPに掲載 。委託先が譲渡先と同じ場合、作成後

「連絡先一覧の添付」に添付することも可能。（捺印不要）

３．ＮＥＤＯプロジェクトマネジメントシステムを利用した資産処分の流れ（２０２０年７月１日～）

５－１．事業終了後の資産処分の方法（２）

※書式は下記のNEDO-HPに掲載されています。
https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual_tetsuzuki_001.html
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５－２．有償譲渡に関する手続き① (３月事業終了の事例）

請求書

取得財産の

処分に関する

確認書

代金の支払い

（終了翌月払い）

所有権移転

２

１

３

４

委託事業・共同研究

入金確認

【NEDO 】

請求書

確認書

入金日に

所有権移転

【委託先】

確認書

請求書

支払い

所有権

４月中

１月中

４月初
４月初

貸与契約（助成事業）

確認書なし

入金確認

【NEDO 】

請求書

入金日に

所有権移転

【事業者】

請求書

支払い

所有権

４月中

・有償譲渡の請求書は、事業終了月の翌月に当月末を支払い期限として送付します。

・支払い期限を越えてお支払された場合は、その日数に応じて遅延金が生じます。（委託契約約款第20条の２第9項）

*1
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５－２．有償譲渡に関する手続き② (３月事業終了の事例）

*1

2022年11月28日に改訂した貸与契約書のひな形により契約している貸与契約には、貸与

期間終了時の資産の処分方法と譲渡価格を記載した別添２「資産譲渡一覧表」が添付され

ておりません。このような貸与契約に基づいて助成事業で使用するために機構から貸与して

いる資産を処分する際は、改訂後の貸与契約第４条の２に定める方法によります。

具体的には、事業終了時（事業期間中に資産を処分する場合はその事由が発生した時）に

「貸与された財産の処分に関する確認書」を提出していただきます。なお、譲渡価格の計算

方法は、貸与契約第４条の２第４項に定められております（委託契約約款第２０条の２第４項

と同様の計算方法です）。



©  2023 NEDO All Rights Reserved.

５－２．２０２４年３月終了事業に係る有償譲渡スケジュール

61
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１００

０ １ ２ ３ ４ ５

１０

５

経過年数

価額

５－３．有償譲渡価格の算定（１） 約款 第２０条の２ 第４項

・有償譲渡価格は、旧定額法による減価償却を行った場合の残存価額相当額としています。

（下記①の算定式により算出）

①【算定式】
譲渡価格＝取得価額－（年額×経過年数＋年額×端数月数÷１２）

≧取得価額×０．０５

62

※平成19年度税制改正により、償却資産については償却可能限度額が廃止され、1円（備忘価額）まで償却できることとなったが、利用価値のある
売却希望資産について、耐用年数満了をもって利用価値が減失したものとして扱うことは適切でないため、当機構の資産には適用していない。

取得価額の１０％まで定額で償却します。

耐用年数経過後も取得価額の５％まで償却し、
その後は償却しません。※

＜耐用年数４年のケース＞
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・資産取得日： 2019年2月21日 約款 第２０条の２ 第3項・第4項

・取得価額 ： 1,920,240円（取得日当時の消費税８％込）

・耐用年数 ： ４年

・事業終了日： 2022年2月28日

・事業者は免税事業者に該当しない

【譲渡価格の算定式】

経過年数 ： ３年１か月（１月に満たない日数がある時は１ヵ月分として算定）

償却額（年額） ： 432,054 円／年（1,920,240＝円×0.9 × （１÷4年））

残存簿価＝ 1,920,240 －（432,054 円／年× ３年＋432,054 円／年× １ヵ月÷１２）

＝ 588,073円 ≧ 1,920,240円× 0.05 ＝96,012円・・・取得価額の５％以上

資産譲渡は消費税課税対象なので

取得時の消費税率（８％）を引き渡し時の消費税率（１０％）に置き換える必要がある

588,073 円（税込額）÷ （1＋0.08）＝ 544,513（税抜額）（円未満切り上げ）

544,513円（税抜額）×（1＋0.1） ＝598,964円（円未満切り捨て） ＝譲渡価格

*取得価額が税込 20万円未満の改造資産等については、一括償却資産として扱い、３年間で均等償却するとして譲渡価格を計算します。

５－３．有償譲渡価格の算定（２） （実際の計算例）

63
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１．ＮＥＤＯの他の委託事業・助成事業への転用(供用換え)
様式21「取得財産の処分に関する確認書」の処分方法の欄を「転用」として届出し、所要の手続きを

行います。

(1)他の委託事業への転用
ＮＥＤＯ内で供用換えの手続きを行った後、資産を使用することができます。
手続きに必要な文書の作成・届出はプロジェクト担当者の指示を受けてください。

(2)助成事業への転用（貸与）
「借用願い」を届出のうえＮＥＤＯと貸与契約を締結することにより資産を使用することができます。

※固定資産税を負担していただきます。また損害保険の付保は事業者でお手続きしていただきます。

２．無償譲渡
「資産譲渡申請書」の届出を受け、ＮＥＤＯが承諾することにより譲渡が完了となります。

ただし、譲渡後、当該資産の譲渡が完了したことを確認できる書類を提出していただきます。

３．廃棄
・廃棄に要する費用は、委託先の負担となります。この場合、ＮＥＤＯから廃棄依頼書を発出します。

廃棄が完了したら、完了報告書（マニフェスト等）を届出していただきます。

・なお、委託事業の一環として解体撤去（廃棄）を予定する場合については、委託業務実施計画書の

記載方法などに関し所定の手続きに従って頂きますので、プロジェクト担当者の指示を受けてください。

５－４．有償譲渡以外の資産処分に関する手続き
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６．ＰＭＳの資産管理機能を用いた届出（処分）

65

資産処分にあたり、事業者が作成・提出する書類

（1）取得財産の処分に関する確認書

（2）取得財産の処分に関する確認書別紙

（3）連絡先等一覧

（4）資産譲渡申請書（無償譲渡の場合）

PMSでは、
（1）の確認書表紙で必要な情報をシステム上で入力し
（2）~（4）の書類を添付する形で作成

なお、処分先が複数となる場合には、処分先毎に（3）、（4）の書類を用意

PMSマニュアル P164～P171
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６．処分①メニュー画面 「資産」パネル選択
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６．処分②「処分」ボタンクリック
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６．処分③確認書表紙の入力
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表紙は予め自動
入力されています。
必須入力箇所は
編集できますので
必要に応じて
編集してください。

次に連絡先一覧を
添付します。
資産の譲受先が
複数ある場合は
複数の連絡先を
添付してください。

譲渡申請書もここ
に添付いただいて
結構です。
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６．処分④各種様式の入手場所

69

← ①「文書一覧」

↓ ②「様式ダウンロード」

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual_tetsuzuki_001.html

※「文書一覧」ボタンが使用できない時は
「NEDO-HP＞委託、補助・助成事業の手続き>

資産・知財・データマネジメント>資産登録及びNEDO

プロジェクトマネジメントシステムについて」 から様式
を入手してください。



©  2023 NEDO All Rights Reserved.

６．処分⑤様式ダウンロード
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様式ダウンロードに掲載されて
いない文書は、「NEDO-HP＞

委託、補助・助成事業の手続き
>

資産・知財・データマネジメント
>資産登録及びNEDOプロジェ

クトマネジメントシステムについ
て」 に掲載されていますので、
そちらから入手して下さい。
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６．処分⑥連絡先ファイル等のアップロード
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「参照」ボタンでファイル選
択
「アップロード」を繰り返し、
複数ファイルをアップロード
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６．処分⑦譲渡申請書

連絡先の代表者と合わせる

72

譲渡申請書は
①原紙を郵送/メール添付で送付
②pdfを連絡先と同様に貼付
のいずれかで提出

PMSで申請する場合には、
Word版を連絡先等一覧表と同等に
貼付ける事も可能

＊譲渡申請書には対象の
「資産一覧表」を添付する。

○○○
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６．処分⑧確認書別紙記載事項の入力
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ファイルアップロード
の下にある「追加」
を押すと、確認書
別紙記載事項の
入力画面になる

①処分方法を選択し、
処分理由、処分先
を入力

②次に資産情報の
「追加」ボタンを
押して資産を選択

これで「処分先１」は
完成、入力は全て完了

○○
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６．処分⑨対象資産及び確認内容の追加

74

「処分先１」の確認書
別紙が完成しました。

続いて「処分先２」の
確認書別紙作成の
ため「追加」を押します。

＊処分方法・処分先が
同じで、処分理由も
同一のものは「同上」
と記載して結構です。
処分理由が異なる
場合には、「追加」で
新しい確認書別紙を
作成して下さい。

○○ ○○

○○
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６．処分⑩確認書別紙２つ目の入力
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６．処分⑪入力完了、内容確認（１）
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← ①「入力完了」

↓ 確認書別紙は１枚にまとめて記載される

22○○○○－０
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６．処分⑫内容確認（２）
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１つのPDFファイルとして、
１頁目 確認書表紙
２頁目 確認書別紙

←３頁目 連絡先（委託先）
４頁目 連絡先（大学等）

↓ ５頁目 譲渡申請書
となる

○○
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６．処分⑬届出
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内容を確認したら
「届出」します。

「届出」ボタンは
事務担当者権限
の方には表示さ
れません。
契約事務管理者
代理以上の方が
届出操作を行っ
てください。
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６．処分⑭届出（２）
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メッセージがあれば入力（空白でも可）

※届出後、資産情報の更新通知が送付されるのは：
有償譲渡の場合入金日以降
その他の場合は事業終了日の翌日以降

更新通知が送付された後、資産一覧から当該資産
が削除されていることを確認。（次ページ参照）
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６．処分 届出後の流れ （１）有償譲渡の場合
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・事業終了日の翌営業日付でNEDOは請求書を発行
＊施行方法が「PMS通知」又は「メール添付」の場合、請求書は郵送しません。

→入金予定日が確定したら処分担当者まで連絡

・支払期日は原則として請求書発行月の最終営業日
→期日までに譲渡代金が支払われない場合、契約約款に基づいて遅延金を請求

・譲渡代金全額のNEDO指定口座への入金で資産の所有権が事業者に移転
（代金受領証や資産譲渡書は発行しておりません。）

・NEDOは入金確認後、資産情報の更新通知をPMS上で事業者へ送付
→更新通知を受領し次第、「資産一覧」から当該資産が削除されていることを確認
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６．処分 届出後の流れ （２）無償譲渡の場合
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・事業終了日の翌営業日付でNEDOから資産譲渡承諾書が発行される
＊施行方法が「PMS通知」又は「メール添付」の場合、承諾書は郵送しません。

・資産譲渡承諾書が発行された時点で資産の所有権は事業者に移転

・事業終了日の翌日以降に資産情報の更新通知がPMS上で送付される
→更新通知を受け取ったら、「資産一覧」から当該資産が削除されていることを確認

・資産譲受後1ヶ月以内に「当該資産を譲り受けたことが確認できる書類」および
「資産管理台帳（またはこれに代わる書類）」を提出
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６．処分 届出後の流れ （３）廃棄の場合
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・事業終了日の翌営業日付でNEDOから廃棄処分の依頼書が発行される
＊施行方法が「PMS通知」又は「メール添付」の場合、依頼書は郵送しません。

・事業終了日の翌日以降に資産情報の更新通知がPMS上で送付される
→更新通知を受け取ったら、「資産一覧」から当該資産が削除されていることを確認

・廃棄処分に着手したら、依頼書添付の様式で報告

・廃棄処分は原則依頼書発行日から１ヶ月以内
１ヶ月以内の処分が困難な場合、NEDO処分担当者にご相談下さい。

・廃棄処分が完了したら、以下の書類を提出
①廃棄処分の完了について：依頼書添付の様式
②廃棄確認写真（廃棄の前・中・後）：同一方向より撮影し、資産の廃棄状況が確認できるもの
③産業廃棄物処理業者の処理証明書等の写し（マニフェスト等）
※廃棄費用を超えるスクラップ等売却益が発生した場合は明細表を提出の上廃棄費用と相殺し超過分をNEDOへ返済


